
 

 

 

第４章  アンケート調査結果（サービス提供事業所） 

 事業所概要について 

 法人種別  

法人種別について、「株式会社・有限会社」の回答が 47.8％と最も高く、次いで「社会福祉法人」の回答

が 17.6％、「ＮＰＯ法人」の回答が 16.9％となっている。  

【事業所 問 1】 貴事業所の運営主体の法人種別をお答えください。（単一回答） 

図表 ４-1 法人種別（サービス提供事業所） 
 

 

 職種別人員  

職種別人員（回答があった事業所の合計人数）について、常勤職員については「生活相談員・生活支援員」

の方が最も多く345名、「介護職員」が214名となっている。非常勤職員については、「介護職員」が648

名、「生活相談員・生活支援員」の方が 207 名となっている。 

【事業所 問２】 貴事業所で働いている「常勤」と「非常勤」の方の、職種別人数をお書きください。 

（数値による回答） 

図表 ４-2 職種別人員（サービス提供事業所）
81

 

サービス提供事業所全体（n=136） 常勤職員数（名） 非常勤職員数（名） 

生活相談員・生活支援員 345 207 

相談支援専門員 49 8 

介護職員 214 648 

介護補助員 13 77 

看護師 33 26 

栄養士 7 9 

理学療法士 4 20 

作業療法士 2 5 

職業指導員 40 30 

事務職員 50 35 

その他 106 86   
 

81
 「回答事業所数」は、常勤、非常勤いずれかに回答があった事業所数。 
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5.1 16.9 47.8 8.8 
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2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供事業所全体(n=136)

社会福祉法人 医療法人

財団法人・社団法人 ＮＰＯ法人

株式会社・有限会社 合同・合資・合名会社

その他 無回答・無効回答
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 経験年数別人員  

経験年数別人員について、経験年数が「10 年以上 20 年未満」の常勤職員がいる事業所が 52.9％、「１

年未満」の常勤職員がいる事業所が 27.2％となっている。 

【事業所 問３】 貴事業所で働いている「常勤」の方の、経験年数別の人数をお書きください。なお、育児や介

護等で一時的に休職し、復職された方については、休職の期間を除く年数としてください。 

（数値による回答） 

図表 ４-3 経験年数別人員（サービス提供事業所）
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 「該当者なし・無回答・無効回答」は、「無回答・無効回答」に加えて、それぞれの年数別職員数につ

いて０人と回答した事業所を含む。 
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1～4名 5～9名

10名以上 該当者なし・無回答・無効回答

サービス提供事業所全体（n=136）
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 職種別人員確保状況  

職種別人員確保状況について、「やや不足している」、「不足している」を合わせた割合について、「介護職

員」の 38.9％が最も高く、「生活相談員・生活支援員」では 20.6％、「事務職員」では 14.7％、「相談支援

専門員」では 13.3％となっている。 

【事業所 問 4】 現在、サービスの提供に十分な人材を確保できていますか。（単一回答） 

図表 ４-4 職種別人員確保状況（サービス提供事業所） 
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生活相談員・生活支援員

相談支援専門員

介護職員

介護補助員
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栄養士
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配置の必要なし 無回答・無効回答

サービス提供事業所全体（n=136）
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 対応障がい種別  

対応障がい種別について、「知的障がい」の回答が 80.9％と最も高く、次いで「身体障がい」の回答が

64.7％、「精神障がい」の回答が 58.1％となっている。 

【事業所 問 5】 貴事業所において、対応している障がい種別について教えてください。（複数回答） 

図表 ４-5 対応障がい種別 
 

 
 

 区内の利用者の居住地域  

区内の利用者の居住地域について、「大森地域」の回答が 72.1％、「蒲田地域」の回答が 68.4％、「調布

地域」の回答が 61.8％、「糀谷・羽田地域」の回答が 55.1％となっている。 

【事業所 問 6】 貴事業所が提供しているサービスを利用されている方がお住まいの地域はどこですか。 

（複数回答） 

図表 ４-6 区内の利用者の居住地域（サービス提供事業所） 
 

 
  

80.9 

64.7 

58.1 

45.6 

41.9 

36.8 

36.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知的障がい

身体障がい

精神障がい

発達障がい

障がい児

難病

高次脳機能障がい

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)

72.1 

68.4 

61.8 

55.1 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大森地域

（大森西・入新井・馬込・池上・新井宿特別出張所管内）

蒲田地域

（六郷・矢口・蒲田西・蒲田東特別出張所管内）

調布地域

（嶺町・田園調布・鵜の木・雪谷・久が原・千束特別出張所管内）

糀谷・羽田地域

（大森東・糀谷・羽田特別出張所管内）

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 提供サービスについて 

 現在提供しているサービス 

現在提供しているサービスについて、「居宅介護」の回答が 39.0％と最も高く、次いで「重度訪問介護」

の回答が 18.4％、「就労継続支援（Ｂ型）」の回答が 15.4％となっている。 

【事業所 問 7】 （１）現在、貴事業所が提供している障がい者（児）に対するサービスを教えてください。（２）ま

た、（１）で回答したサービスについて、①１日の定員数と、②平均的な１日の実利用者数につ

いて教えて下さい。（1 は複数回答、2 はともに数値による回答） 

図表 ４-7 現在提供しているサービス（サービス提供事業所） 
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重度訪問介護
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生活介護

自立訓練（機能訓練）
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宿泊型自立訓練

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）
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療養介護

短期入所

自立生活援助

共同生活援助（グループホーム）

施設入所支援

計画相談支援

地域移行支援

地域定着支援

児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

障害児相談支援

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 現在提供しているサービスの定員数及び利用人数  

現在の１日のサービス利用定員数の合計について、「就労継続支援（Ｂ型）」が最も多く630人／日、「生活

介護」が 532 人／日、「居宅介護」が 163.5 人／日となっている。 

また、定員数の合計が 100人／日以上のサービスのうち、「居宅介護」及び「放課後等デイサービス」にお

いて、定員数の合計と実利用者数の合計が近い値となっている。 

【事業所 問 7】 （１）現在、貴事業所が提供している障がい者（児）に対するサービスを教えてください。（２）ま

た、（１）で回答したサービスについて、①１日の定員数と、②平均的な１日の実利用者数につ

いて教えて下さい。（1 は複数回答、2 はともに数値による回答） 

図表 ４-8 現在提供しているサービスの定員数及び利用人数（サービス提供事業所）
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サービス提供事業所全体（n=136） １日の定員数合計（人／日） １日の実利用者数合計（人／日） 

居宅介護 163.5 160.6 

重度訪問介護 41 28.1 

同行援護 21 28.8 

行動援護 2 0.4 

重度障害者等包括支援 2 2 

生活介護 532 461.2 

自立訓練（機能訓練） 0 0 

自立訓練（生活訓練） 40 22.8 

宿泊型自立訓練 30 30 

就労移行支援 86 53.8 

就労継続支援（Ａ型） 50 47 

就労継続支援（Ｂ型） 630 466.1 

就労定着支援 30 30.8 

療養介護 0 0 

短期入所 23 19 

自立生活援助 34.5 3.6 

共同生活援助（グループホーム） 99 78 

施設入所支援 86 85 

計画相談支援 94.5 45.8 

地域移行支援 0 0 

地域定着支援 20 1 

児童発達支援 65 57 

医療型児童発達支援 40 7.7 

放課後等デイサービス 135 124.5 

保育所等訪問支援 0.6 0.4 

居宅訪問型児童発達支援 0.5 0.1 

障害児相談支援 2 1 

その他 5 5 
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 小数第２位を四捨五入した数値を掲載。 
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 サービスの質向上のために現在行っている取組  

サービスの質向上のために現在行っている取組について、「自主的に事業所内・法人内部で研修や勉強

会の開催」の回答が 82.4％と最も高く、次いで「ガイドラインやマニュアルを作成し、職員間で共有」、「ヒヤ

リハット事例の収集や情報共有の実施」の回答が 70.6％となっている。 

【事業所 問 8】 貴事業所では、(1)現在提供しているサービスの質の向上のために、どのような取組を行って

いますか。また、(2)今後、サービスの質の向上に向けて、実施したい取組は何ですか。 

（1,2 ともに複数回答） 

図表 ４-9 サービスの質向上のために現在行っている取組（サービス提供事業所） 
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70.6 

70.6 

66.9 

56.6 

39.0 

39.0 

31.6 

23.5 

5.9 

1.5 

0.0 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自主的に事業所内・法人内部で

研修や勉強会の開催

ガイドラインやマニュアルを

作成し、職員間で共有

ヒヤリハット事例の収集や

情報共有の実施

都や区、団体等が主催する

外部研修に職員を派遣

利用者からの苦情を集め、検討し、

職員間で共有するしくみの構築

利用者やその家族へ満足度調査の実施

事業所の取組や評価等について

ホームページ等にて公開

第三者機関からの評価の受審

ＩＣＴ活用による、間接業務効率化の実施

ピアサポート職員の活用

特にない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 サービスの質向上のために今後実施したい取組  

サービスの質向上のために今後実施したい取組について、「ＩＣＴ活用による、間接業務効率化の実施」の

回答が 42.6％と最も高く、次いで「利用者やその家族へ満足度調査の実施」の回答が 34.6％、「ピアサポ

ート職員の活用」の回答が 33.8％となっている。 

【事業所 問 8】 貴事業所では、(1)現在提供しているサービスの質の向上のために、どのような取組を行って

いますか。また、(2)今後、サービスの質の向上に向けて、実施したい取組は何ですか。 

（1,2 ともに複数回答） 

図表 ４-10 サービスの質向上のために今後実施したい取組（サービス提供事業所） 
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第三者機関からの評価の受審

都や区、団体等が主催する

外部研修に職員を派遣

利用者からの苦情を集め、検討し、
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作成し、職員間で共有

事業所の取組や評価等について

ホームページ等にて公開

自主的に事業所内・法人内部で

研修や勉強会の開催

ヒヤリハット事例の収集や

情報共有の実施

特にない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 今後３年間のサービス提供の見込み 

今後３年間のサービス提供の見込みについて、「拡大」の回答が比較的高かったのは、「居宅介護」、「重度

訪問介護」、「同行援護」、「生活介護」、「就労継続支援（A 型）」、「就労継続支援（B 型）」、「就労定着支援」、

「共同生活援助（グループホーム）」、「児童発達支援」となっていた。一方で「縮小」の回答が比較的高かった

のは、「同行援護」、「自立訓練（生活訓練）」、「就労継続支援（A 型）」、「計画相談支援」、「地域定着支援」、

「保育所等訪問支援」、「居宅訪問型児童発達支援」、「障害児相談支援」となっている。 

【事業所 問９】 貴事業所における、（１）今後３年間のサービス提供の見込みを教えてください。また、（１）にお

いて選択肢の１～４のいずれかを選択した場合、（２）それぞれについて今後の１日の利用可能

人数をお書きください。なお、（１）で「２．廃止」を選択した場合は、（２）は「０」と記入してくださ

い。（1 は単一回答、２は数値による回答） 

図表 ４-11 今後３年間のサービス提供の見込み（サービス提供事業所）
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 無回答を除いた割合を掲載している。またグラフでは省略しているが、「行動援護」の「廃止」、「拡大」、「縮小」の

回答割合、「自立訓練（機能訓練）」の、「新設」、「廃止」、「拡大」、「縮小」の回答割合、「自立訓練（生活訓練）」の「新

設」、「廃止」、「拡大」の回答割合、「宿泊型自立訓練」の「新設」、「廃止」、「拡大」、「縮小」の回答割合、「療養介護」

の「新設」、「廃止」、「拡大」、「縮小」の回答割合、「短期入所」の「廃止」、「拡大」、「縮小」の回答割合、「自立生活援

助」の「新設」、「廃止」、「拡大」、「縮小」の回答割合、「施設入所支援」の「新設」、「廃止」、「拡大」、「縮小」の回答 

割合、「地域移行支援」の「新設」、「廃止」、「拡大」、「縮小」の回答割合、「地域定着支援」の「新設」、

「廃止」、「拡大」、の回答割合、「医療型児童発達支援」の「新設」、「廃止」、「拡大」、「縮小」の回答割

合、「保育所等訪問支援」の「新設」、「廃止」、「拡大」の回答割合、「居宅訪問型児童発達支援」の「新

設」、「廃止」、「拡大」の回答割合、「障害児相談支援」の「新設」、「廃止」、「拡大」の回答割合は、すべ

て 0.0％となっている。 
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療養介護(n=6)

新設 廃止 拡大 縮小 現状維持

9.1

0.0

0.0

0.0

5.6

0.0

0.0

0.0

0.0

12.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

13.3

0.0

5.6

0.0

0.0

10.0

0.0

5.9

0.0

0.0

0.0

12.5

0.0

0.0

0.0

11.1

0.0

14.3

0.0

0.0

0.0

14.3

16.7

14.3

12.5

90.9

100.0

86.7

100.0

77.8

100.0

85.7

90.0

100.0

94.1

85.7

83.3

85.7

62.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短期入所(n=11)

自立生活援助(n=8)

共同生活援助（グループホーム）(n=15)

施設入所支援(n=7)

計画相談支援(n=18)

地域移行支援(n=6)

地域定着支援(n=7)

児童発達支援(n=10)

医療型児童発達支援(n=6)

放課後等デイサービス(n=17)

保育所等訪問支援(n=7)

居宅訪問型児童発達支援(n=6)

障害児相談支援(n=7)

その他(n=8)

新設 廃止 拡大 縮小 現状維持
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 今後のサービス利用可能人数  

今後のサービス利用可能人数の合計値について、「就労継続支援（B 型）」では 657 人／日、「生活介

護」では 586 人／日、「居宅介護」では 163 人／日となっている。 

【事業所 問９】 貴事業所における、（１）今後３年間のサービス提供の見込みを教えてください。また、（１）にお

いて選択肢の１～４のいずれかを選択した場合、（２）それぞれについて今後の１日の利用可能

人数をお書きください。なお、（１）で「２．廃止」を選択した場合は、（２）は「０」と記入してくださ

い。（1 は単一回答、２は数値による回答） 

図表 ４-12 今後のサービス利用可能人数（サービス提供事業所）
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サービス提供事業所全体（n=136） 今後の利用可能人数（人／日） 

居宅介護 163 

重度訪問介護 43 

同行援護 33 

行動援護 3 

重度障害者等包括支援 0 

生活介護 586 

自立訓練（機能訓練） 0 

自立訓練（生活訓練） 30 

宿泊型自立訓練 30 

就労移行支援 66 

就労継続支援（Ａ型） 36 

就労継続支援（Ｂ型） 657 

就労定着支援 35 

療養介護 0 

短期入所 29 

自立生活援助 34.5 

共同生活援助（グループホーム） 113 

施設入所支援 86 

計画相談支援 90 

地域移行支援 0 

地域定着支援 20 

児童発達支援 45 

医療型児童発達支援 40 

放課後等デイサービス 115 

保育所等訪問支援 0.5 

居宅訪問型児童発達支援 0.2 

障害児相談支援 1 

その他 2 
  

 
85

 問７または問９において、一方に回答しつつ、他方に無回答である事業所が存在するため、図表 

４-8 と厳密には比較することが出来ない点に留意が必要である。 

なお、今後３年間のサービス提供見込みについて、「５．現状維持」と回答した場合は、現在のサービス

利用人数の定員数の回答を参照し、合計値を算出している。 
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 サービスの量的拡大に向けた課題  

サービスの量的拡大に向けた課題について自由記述で尋ねたところ、６４件の意見について８の大カテ

ゴリが形成された。このうち件数が多いものとしては、「福祉人材の確保・育成」が４３件、「事業所スペース

や提供サービスの確保・見直し」が８件、「利用者確保・利用者ニーズの見直し」が５件となっている。 

【事業所 問１０】 サービスの量的拡大に向けた課題がありましたら、教えてください。（自由記述） 

図表 ４-13 サービスの量的拡大に向けた課題（サービス提供事業所）
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大カテゴリ 小カテゴリ 件数 

福祉人材の確保・育成  43 

  

  

  

人材確保 35 

職員のスキルアップ 6 

管理者不足 2 

事業所スペースや提供サービスの確保・見直し 8 

  

  

  

  

事業所スペースの確保 5 

提供サービスの見直し 1 

利用者へ提供するサービスの確保 1 

利用者の就労先の確保 1 

利用者確保・利用者ニーズの見直し 5 

  

  

利用者確保 3 

利用者ニーズの整理・見直し 2 

障害福祉サービス等の報酬の不足 4 

業務の効率化 1 

新設手続きの煩雑さ 1 

事業所間連携の強化 1 

新型コロナウイルス感染症の流行 1 

総件数 ６４ 
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 本設問では、５２事業所から自由記述回答を得た。個々の回答について意味内容のまとまりごとに

意見を抽出し、72 件の意見を抽出した。このうち、「特にない」といった回答や抽象度が高く内容が設

問への回答となっていなもの、区の施策への要望ではないもの等８件を除外し、計６４件を対象として

整理を行い、意味内容の類似性に基づき８の大カテゴリを形成した。 
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 医療的ケアへの対応状況  

医療的ケアへの対応状況について、「現在対応しておらず、今後も対応の予定はない」の回答が 61.8％

と最も高く、次いで「医療的ケア者に対応している」の回答が 18.4％、「現在対応していないが、今後検討

する」の回答が 12.5％となっている。 

【事業所 問 11_1】 貴事業所では、「医療的ケア」に対応していますか。（複数回答） 

図表 ４-14 医療的ケアへの対応状況（サービス提供事業所） 
 

 

 

 対応している医療的ケアの内容  

対応している医療的ケアの内容について、「痰吸引」の回答が 73.3％と最も高く、次いで「経管（経鼻・胃

ろう含む）」の回答が 70.0％、「人工呼吸器管理」の回答が 23.3％となっている。 

【事業所 問 11_2】 対応している医療的ケアを教えてください。（複数回答） 

図表 ４-15 対応している医療的ケアの内容（サービス提供事業所）
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 医療的ケアへの対応状況について、「医療的ケア者に対応している」、あるいは「医療的ケア児に対

応している」と回答した事業所のみ集計対象。 

61.8 

18.4 

12.5 

6.6 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在対応しておらず、今後も対応の予定はない

医療的ケア者に対応している

現在対応していないが、今後検討する

医療的ケア児に対応している

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)

73.3 

70.0 

23.3 

20.0 

16.7 

16.7 

13.3 

13.3 

10.0 

6.7 

3.3 

0.0 

13.3 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

痰吸引

経管（経鼻・胃ろう含む）

人工呼吸器管理

導尿

気管切開・気管内挿管

酸素

吸入（ネブライザー）

腸ろう・腸管栄養

鼻咽頭エアウェイ

人工肛門

ＩＶＨ（中心静脈栄養）

透析

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=30)
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 医療的ケアを実施する上での課題  

医療的ケアを実施する上での課題について、「医療的ケアに対応する人材（看護師等）の確保」の回答が

46.3％と最も高く、次いで「緊急時における対応」の回答が 35.3％、「医療事故発生時の対応」の回答が

32.4％となっている。 

【事業所 問 11_3】 貴事業所で医療的ケアを実施するにあたって、課題はありますか。（複数回答） 

図表 ４-16 医療的ケアを実施する上での課題（サービス提供事業所） 
 

 
 

 東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修修了者  

東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修修了者について、「在籍していない」の回答が 91.9％と

最も高く、「在籍している」の回答が 2.9％となっている。 

【事業所 問 12_1】 貴事業所では、東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修修了者が在籍しています

か。（単一回答） 

図表 ４-17 東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修修了者（サービス提供事業所） 
 

 
 
 
  

46.3 

35.3 

32.4 

29.4 

28.7 

8.8 

5.9 

27.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療的ケアに対応する人材（看護師等）の確保

緊急時における対応

医療事故発生時の対応

医療機関との連携

医療的ケアに対応した施設、設備

特にない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)

2.9 

91.9 5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供事業所全体(n=136)

在籍している 在籍していない

無回答・無効回答
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 東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修の受講意向  

東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修の受講意向について、「わからない」の回答が 50.4％と

最も高く、次いで「必要がない」の回答が 37.6％、「受講したい」の回答が 10.4％となっている。 

【事業所 問 12_2】 今後、貴事業所における東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修の受講意向につ

いて教えてください。（単一回答） 

図表 ４-18 東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修の受講意向（サービス提供事業所）
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 東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修の受講に前向きでない理由  

東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修の受講に前向きでない理由について、「現状のサービス

提供で医療的ケア児の支援がないため」の回答が 61.5％と最も高く、次いで「コーディネーターの役割や

業務内容がよくわからないため」の回答が 30.8％、「研修を受講する時間がないため」、「コーディネーター

に適任な職員がいないため」の回答が 27.7％となっている。 

【事業所 問 12_3】 東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修の受講に前向きでない理由について教え

てください。（複数回答） 

図表 ４-19 東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修の受講に前向きでない理由 

（サービス提供事業所）
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 東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修修了者について、「在籍していない」と回答した事

業所のみ集計対象。 
89

 東京都医療的ケア児コーディネーター養成研修の受講意向について、「受講したくない」、あるい

は「わからない」と回答した事業所のみ集計対象。 

10.4 

1.6 

37.6 50.4 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供事業所全体(n=125)

受講したい 受講したくない 必要がない

わからない 無回答・無効回答

61.5 

30.8 

27.7 

27.7 

18.5 

9.2 

3.1 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状のサービス提供で

医療的ケア児の支援がないため

コーディネーターの役割や

業務内容がよくわからないため

研修を受講する時間がないため

コーディネーターに適任な職員がいないため

コーディネーターを配置すると、

既存業務に支障をきたす懸念があるため

コーディネーターの配置に対する

経済的なインセンティブが少ないため

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=65)
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 複合的な課題に関する利用者や家族からの相談状況  

複合的な課題に関する利用者や家族からの相談状況について、「利用者本人の高齢化」の回答が41.2％

と最も高く、次いで「親の高齢化」の回答が 39.0％、「世帯の生活困窮」の回答が 30.9％となっている。 

【事業所 問 13_1】 次に挙げるような複合的な課題を抱えている等の困難事例について、利用者やその家族

から相談を受けたことはありますか。相談を受けたことのある事例を教えてください。 

（複数回答） 

図表 ４-20 複合的な課題に関する利用者や家族からの相談状況（サービス提供事業所） 
 

 

  

41.2 

39.0 

30.9 

30.1 

27.9 

27.2 

25.7 

19.1 

13.2 

11.0 

7.4 

24.3 

7.4 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者本人の高齢化

親の高齢化

世帯の生活困窮

介助や支援を要する家族が複数いる

ひきこもり

ひとり親家庭

虐待・ＤＶ

高齢の親と中年の無職の本人

アルコール等の依存症

借金

子どもが主な介助者・支援者である

相談を受けたことはない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 複合的な課題に関する相談への対応  

複合的な課題に関する相談への対応について、「他事業所や行政機関等と連携しながら自事業所で対応

している」の回答が 86.1％と最も高く、次いで「自事業所では対応せず、他事業所や行政機関等に相談す

ることを勧めている」の回答が 21.8％、「自事業所のみで対応している」の回答が 19.8％となっている。 

【事業所 問 13_2】 複合的な課題を抱えている等の困難事例の相談を受けたときに、貴事業所ではどのよう

に対応していますか。（複数回答） 

図表 ４-21 複合的な課題に関する相談への対応（サービス提供事業所）
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 複合的な課題に関する利用者や家族からの相談状況について、「相談を受けたことはない」以外

のいずれかを回答した事業所のみ集計対象。 

86.1 

21.8 

19.8 

7.9 

0.0 

4.0 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

他事業所や行政機関等と連携しながら

自事業所で対応している

自事業所では対応せず、他事業所や

行政機関等に相談することを勧めている

自事業所のみで対応している

自事業所では対応せず、他事業所や

行政機関等へ相談者と同伴して相談に行っている

対応を断っている

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=101)
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 複合的な課題に関する現在の連携先  

複合的な課題に関する現在の連携先について、「各地域福祉課・地域健康課・さぽーとぴあ」の回答が

87.0％と最も高く、次いで「相談支援事業所」の回答が 72.8％、「区役所」、「他の障害福祉サービス提供

事業所」の回答が 45.7％となっている。 

【事業所 問 13_3】 複合的な課題を抱えている等の困難事例の相談を受けたときに、現在どのような機関や

団体と連携していますか。（複数回答） 

図表 ４-22 複合的な課題に関する現在の連携先（サービス提供事業所）
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 複合的な課題に関する相談への対応について、「他事業所や行政機関等と連携しながら自事業所

で対応している」、「自事業所では対応せず、他事業所や行政機関等に相談することを勧めている」、

「自事業所では対応せず、他事業所や行政機関等へ相談者と同伴して相談に行っている」のいずれか

を回答した事業所のみ集計対象。 

87.0 

72.8 

45.7 

45.7 

41.3 

41.3 

21.7 

16.3 

10.9 

9.8 

2.2 

2.2 

1.1 

7.6 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各地域福祉課・地域健康課・さぽーとぴあ

相談支援事業所

区役所

他の障害福祉サービス提供事業所

地域包括支援センター

病院や訪問看護ステーション等の医療機関

児童相談所

社会福祉協議会

介護保険サービス事業所

弁護士・司法書士

障がい当事者団体

依存症支援機関・団体

家族会

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=92)
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 複合的な課題に関する今後の連携先の希望  

複合的な課題に関する今後の連携先の希望について、「各地域福祉課・地域健康課・さぽーとぴあ」の回

答が 80.9％と最も高く、次いで「相談支援事業所」の回答が 64.0％、「区役所」の回答が 55.9％となっ

ている。 

【事業所 問 14】 今後、複合的な課題を抱えている等の困難事例の相談を受けることを想定した場合、どの

ような機関や団体と連携したいと思いますか。（複数回答） 

図表 ４-23 複合的な課題に関する今後の連携先の希望（サービス提供事業所） 
 

 

  

80.9 

64.0 

55.9 

48.5 

42.6 

39.7 

33.1 

27.9 

19.9 

19.1 

13.2 

11.0 

10.3 

2.9 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各地域福祉課・地域健康課・さぽーとぴあ

相談支援事業所

区役所

地域包括支援センター

障害福祉サービス提供事業所

病院や訪問看護ステーション等の医療機関

社会福祉協議会

弁護士・司法書士

介護保険サービス事業所

児童相談所

依存症支援機関・団体

障がい当事者団体

家族会

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 複合的な課題に対する相談体制強化に向けた課題  

複合的な課題に対する相談体制強化に向けた課題について自由記述で尋ねたところ、７９件の意見につ

いて４の大カテゴリが形成された。このうち件数が多いものとしては、「関係機関・職種の連携強化」が６４

件、「行政との協働」が８件、「福祉人材の確保・育成」が５件、「報酬や補助金の見直し」が 2 件となってい

る。 

【事業所 問 1５】 他事業所・他団体との連携をはじめ、複合的な課題を抱えている等の困難事例に対する相

談体制の強化に向けて、どのようなことが必要だと思いますか。（自由記述） 

図表 ４-24 複合的な課題に対する相談体制強化に向けた課題（サービス提供事業所）
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大カテゴリ 小カテゴリ 件数 

関係機関・職種の連携強化 64 

  

  

  

  

  

  

  

  

関係機関での情報共有 21 

関係機関の連携促進 16 

日常からの関係構築・交流 11 

事業所間連携の促進 6 

相談窓口の設置・整理 4 

他分野の理解促進 3 

多職種連携の促進 2 

地域包括支援センターの機能拡大 1 

行政との協働 8 

  

  

行政との連携促進 5 

行政による連携促進に向けたコーディネート 3 

福祉人材の確保・育成 5 

  

  

人材確保 3 

職員のスキルアップ 2 

報酬や補助金の見直し 2 

  

  

障害福祉サービス等報酬の見直し 1 

専門機関への相談費補助 1 

総件数 ７９ 

 
  

 
92

 本設問では、６４事業所から自由記述回答を得た。個々の回答について意味内容のまとまりごとに

意見を抽出し、８５件の意見を抽出した。このうち、「特にない」といった回答や抽象度が高く内容が設

問への回答となっていなもの、区の施策への要望ではないもの等６件を除外し、計７９件を対象として

整理を行い、意味内容の類似性に基づき４の大カテゴリを形成した。 
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 人材確保に向け行っている取組  

人材確保に向け行っている取組について、「採用にあたって、多様な募集ルートの活用」の回答が

64.7％と最も高く、次いで「資格取得にかかる費用の助成」の回答が 52.9％、「法人内での人事異動の実

施」の回答が 39.0％となっている。 

【事業所 問 16_1】 貴事業所では、人材を確保するために、(1)どのような取組を行っていますか。また、(2)

今後どのような取組が必要だと思いますか。（1,2 ともに複数回答） 

図表 ４-25 人材確保に向け行っている取組（サービス提供事業所） 
 

 

  

64.7 

52.9 

39.0 

34.6 

33.8 

28.7 

2.2 

13.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用にあたって、多様な募集ルートの活用

資格取得にかかる費用の助成

法人内での人事異動の実施

福利厚生の充実

経営理念や業務内容の説明等による、

求職者と貴事業所とのミスマッチの解消

他事業所と比較して賃金の優遇

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 人材確保に向け必要と思われる取組  

人材確保に向け必要と思われる取組について、「他事業所と比較して賃金の優遇」の回答が 31.6％と最

も高く、次いで「福利厚生の充実」の回答が 29.4％、「経営理念や業務内容の説明等による、求職者と貴事

業所とのミスマッチの解消」の回答が 27.2％となっている。 

【事業所 問 16_1】 貴事業所では、人材を確保するために、(1)どのような取組を行っていますか。また、(2)

今後どのような取組が必要だと思いますか。（1,2 ともに複数回答） 

図表 ４-26 人材確保に向け必要と思われる取組（サービス提供事業所） 
 

 
  

31.6 

29.4 

27.2 

25.7 

21.3 

12.5 

2.2 

27.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

他事業所と比較して賃金の優遇

福利厚生の充実

経営理念や業務内容の説明等による、

求職者と貴事業所とのミスマッチの解消

採用にあたって、多様な募集ルートの活用

資格取得にかかる費用の助成

法人内での人事異動の実施

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 人材確保に向けて活用している募集ルート 

人材確保に向けて活用している募集ルートについて、「ハローワーク」の回答が 70.5％と最も高く、次い

で「求人広告」の回答が 64.8％、「職員からの紹介（口コミ）」の回答が 62.5％となっている。 

【事業所 問 16_2】 貴事業所で、どのようなルートを活用していますか。（複数回答） 

図表 ４-27 人材確保に向けて活用している募集ルート（サービス提供事業所）
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93

 現在、人材確保に向け行っている取組について、「採用にあたって、多様な募集ルートの活用」と回

答した事業所のみ集計対象。 

70.5 

64.8 

62.5 

58.0 

33.0 

23.9 

8.0 

3.4 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ハローワーク

求人広告

職員からの紹介（口コミ）

自社ホームページ・ＳＮＳ

人材派遣・人材紹介の利用

福祉人材紹介サービスの利用

学校訪問

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=88)
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 人材育成・定着のために行っている取組  

人材育成・定着のために行っている取組について、「法人内部研修の実施」の回答が68.4％と最も高く、

次いで「賃金・労働時間等の労働条件の改善」、「外部研修・研究会への参加」の回答が 61.8％となってい

る。 

【事業所 問 17】 貴事業所では、人材育成・定着のために、(1)どのような取組を行っていますか。 また、(2)

今後どのような取組が必要だと思いますか。（1,2 ともに複数回答） 

図表 ４-28 人材育成・定着のために行っている取組（サービス提供事業所） 
 

 

  

68.4 

61.8 

61.8 

61.0 

61.0 

58.1 

52.2 

50.7 

50.0 

48.5 

46.3 

42.6 

36.8 

33.1 

2.2 

0.7 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人内部研修の実施

賃金・労働時間等の労働条件の改善

外部研修・研究会への参加

労働時間の希望を反映

職場内のコミュニケーションの円滑化の実施

資格取得支援

ＯＪＴの実施

定期的な面談の実施

能力や仕事ぶりの評価に伴う配置・処遇への反映

仕事内容の希望を反映

人事評価制度の実施

悩み・不満などの相談窓口の設置

仕事内容と必要な能力等の提示

新人の指導担当・アドバイザーの設置

特に実施していない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 人材育成・定着のために必要と思われる取組  

人材育成・定着のために必要と思われる取組を尋ねた設問について、「新人の指導担当・アドバイザーの

設置」の回答が 31.6％と最も高く、次いで「能力や仕事ぶりの評価に伴う配置・処遇への反映」の回答が

29.4％、「賃金・労働時間等の労働条件の改善」の回答が 27.9％となっている。 

【事業所 問 17】 貴事業所では、人材育成・定着のために、(1)どのような取組を行っていますか。 また、(2)

今後どのような取組が必要だと思いますか。（1,2 ともに複数回答） 

図表 ４-29 人材育成・定着のために必要と思われる取組（サービス提供事業所） 
 

 

  

31.6 

29.4 

27.9 

27.2 

25.7 

25.7 

23.5 

22.1 

20.6 

19.1 

18.4 

16.2 

16.2 

15.4 

1.5 

0.7 

16.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新人の指導担当・アドバイザーの設置

能力や仕事ぶりの評価に伴う配置・処遇への反映

賃金・労働時間等の労働条件の改善

人事評価制度の実施

仕事内容と必要な能力等の提示

資格取得支援

定期的な面談の実施

悩み・不満などの相談窓口の設置

職場内のコミュニケーションの円滑化の実施

ＯＪＴの実施

外部研修・研究会への参加

労働時間の希望を反映

仕事内容の希望を反映

法人内部研修の実施

特に実施していない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 福祉人材の確保・育成・定着に必要な支援施策  

福祉人材の確保・育成・定着に必要な支援施策について、「区独自の人件費補助」の回答が 52.9％と最

も高く、次いで「福祉・介護の仕事の広報」の回答が 46.3％、「潜在有資格者の把握や求人の紹介」、「研修

の充実」の回答が 41.9％となっている。 

【事業所 問 18】 福祉人材の確保・育成・定着に向けて区に望む支援施策がありましたら教えてください。 

（複数回答） 

図表 ４-30 福祉人材の確保・育成・定着に向けて必要な支援施策（サービス提供事業所） 
 

 

  

52.9 

46.3 

41.9 

41.9 

27.2 

22.1 

2.9 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区独自の人件費補助

福祉・介護の仕事の広報

潜在有資格者の把握や求人の紹介

研修の充実

面接会・相談会の機会の設定

区内福祉従事者同士の交流会

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 事業運営の概要について 

 収支状況  

収支状況について、「黒字だった」の回答が 27.9％、「ほぼ収支が均衡した」の回答が 19.9％、「やや赤

字だった」と「大幅な赤字だった」を合わせた回答が 43.4％となっている。 

【事業所 問 19】 貴事業所の令和３年度の事業の収支（黒字・赤字）の状況を教えてください。（単一回答） 

図表 ４-31 収支状況（サービス提供事業所） 
 

 
 

 収支改善に向けた取組  

収支改善に向けた取組について、「事業所単体では難しいため、法人や事業者全体で取り組んでいる」の

回答が 39.0％と最も高く、次いで「利用者増加に向けて積極的にＰＲを行っている」の回答が 29.4％、「Ｉ

ＣＴを導入するなどして、業務効率化を行っている」の回答が 25.7％となっている。 

【事業所 問 20】 貴事業所では、収支の改善に向けて、どのような取組を行っていますか。（複数回答） 

図表 ４-32 収支改善に向けた取組（サービス提供事業所） 
 

 
  

27.9 19.9 23.5 19.9 5.1 3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供事業所全体(n=136)

黒字だった ほぼ収支が均衡した

やや赤字だった 大幅な赤字だった

わからない 無回答・無効回答

39.0 

29.4 

25.7 

25.0 

23.5 

10.3 

10.3 

10.3 

7.4 

11.0 

5.9 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所単体では難しいため、

法人や事業者全体で取り組んでいる

利用者増加に向けて積極的にＰＲを行っている

ＩＣＴを導入するなどして、

業務効率化を行っている

賃料や光熱水費等の

経費の節減に取り組んでいる

利用者増加に向けて、

職員の採用を積極的に行っている

中重度の利用者の新規受入れを重視している

人件費を抑えるため、

職員の採用を抑制している

清掃等の一部の業務について

外部委託を行っている

より多く利用してもらえるよう、

設備投資などを積極的に行っている

特にない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 サービス提供依頼者数の動向  

サービス提供依頼者数の動向について、「かなり増えてきている」と「増えてきている」を合わせた回答が

48.6％、「変わらない」の回答が 38.2％、「減っている」と「かなり減っている」を合わせた回答が 12.5％

となっている。 

【事業所 問 21_1】 昨年度に比べて、貴事業所における新規のサービス提供依頼者数の動向を教えてくださ

い。（単一回答） 

図表 ４-33 サービス提供依頼者数の動向（サービス提供事業所） 
 

 

 

 サービス提供依頼者数の増加への対応状況  

サービス提供依頼者数の増加への対応状況について、「対応できていない（断っている）ことが時々ある」

の回答が 60.6％と最も高く、次いで「対応できている」の回答が 30.3％、「対応が全くできない状況にあ

る」の回答が 9.1％となっている。 

【事業所 問 21_2】 サービス提供依頼者数の増加に対応できているかを教えてください。（単一回答） 

図表 ４-34 サービス提供依頼者数の増加への対応状況（サービス提供事業所）
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 サービス提供依頼者数の動向について、「かなり増えてきている」、「増えてきている」と回答した事

業所のみ集計対象。 

1.5 47.1 38.2 11.0 

1.5 0.0 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供事業所全体(n=136)

かなり増えてきている 増えてきている

変わらない 減っている

かなり減っている わからない

無回答・無効回答

30.3 60.6 9.1 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供事業所全体(n=66)

対応できている

対応できていない（断っている）ことが時々ある

対応が全くできない状況にある

無回答・無効回答
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 新規のサービス提供依頼への対応における課題  

新規のサービス提供依頼への対応における課題について、「職員の数が足りない」の回答が 67.4％と最

も高く、次いで「職員やサービスの質が担保できない」の回答が 43.5％、「施設が受入可能な定員を超えて

いる」の回答が 23.9％となっている。 

【事業所 問 21_3】 対応できていない理由を教えてください。（複数回答） 

図表 ４-35 新規のサービス提供依頼への対応における課題（サービス提供事業所）
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95

 サービス提供依頼者数の増加への対応状況について、「対応できていない（断っている）ことが

時々ある」、「対応が全くできない状況にある」と回答した事業所のみ集計対象。 

67.4 

43.5 

23.9 

13.0 

10.9 

13.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員の数が足りない

職員やサービスの質が担保できない

施設が受入可能な定員を超えている

送迎などサービス以外の部分で問題がある

サービスを拡張するための資金や場所がない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=46)
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 利用者や家族から寄せられる苦情  

利用者や家族から寄せられる苦情について、「特に苦情はない」の回答が 46.3％と最も高くなってい

る。一方で、「サービスの質や内容に関すること」の回答が 27.2％、「職員の態度や言葉づかい等に関する

こと」の回答が 19.9％、「職員の介護技術等に関すること」の回答が 10.3％となっている。 

【事業所 問 22】 利用者や家族から貴事業所に寄せられる苦情の内容を教えてください。 

（３つまで回答） 

図表 ４-36 利用者や家族から寄せられる苦情（サービス提供事業所） 
 

 

  

27.2 

19.9 

10.3 

6.6 

5.1 

4.4 

3.7 

3.7 

1.5 

0.7 

46.3 

5.9 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービスの質や内容に関すること

職員の態度や言葉づかい等に関すること

職員の介護技術等に関すること

制度やサービスの説明に関すること

サービス利用等の手続きに関すること

事故やその後の対応に関すること

サービス提供にかかる

他機関との連携等に関すること

利用料に関すること

重要事項説明や契約に関すること

情報管理に関すること

特に苦情はない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 事業を運営する上での主な課題  

事業を運営する上での主な課題について、「人材確保が困難」の回答が 52.9％と最も高く、次いで「報

酬単価が低い」の回答が 33.8％、「人材育成が困難」の回答が 22.8％となっている。 

【事業所 問 23】 貴事業所が事業を運営する上での主な課題を教えてください。（３つまで回答） 

図表 ４-37 事業を運営する上での主な課題（サービス提供事業所） 
 

 

  

52.9 

33.8 

22.8 

19.9 

16.9 

15.4 

11.0 

9.6 

7.4 

5.9 

3.7 

2.2 

1.5 

1.5 

1.5 

0.0 

5.1 

9.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材確保が困難

報酬単価が低い

人材育成が困難

責任者など中堅人材の確保・育成が困難

新規利用者の獲得が困難

利用者の多様なニーズに応えられない

利用者一人当たりの利用量が少ない

訪問や送迎が非効率（エリアが広いなど）

人件費が高い

運営・運転資金の確保が困難

他のサービス事業所との競合が激しい

事業所の家賃が高く、確保・維持が困難

利用者の身体状況の把握が難しい

利用者からの苦情や事故への対応が難しい

サービス等利用計画に記載する内容への対応が難しい

特に課題はない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 虐待防止について 

 虐待発生の有無  

虐待発生の有無について、「ない」の回答が 89.7％、「ある」の回答が 8.1％となっている。 

【事業所 問 24】 これまでに貴事業所内で虐待が発生したことはありますか。（単一回答） 

図表 ４-38 虐待発生の有無（サービス提供事業所） 
 

 
 

図表 ４-39 参考：前回調査結果 虐待発生の有無（サービス提供事業所）
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96

 前回調査では、「これまでに貴事業所内で虐待に対応されたことはありますか。」と尋ねており、「あ

る」、「ない」、「その他」の選択肢を設け、複数回答の形式で設問を設定している。一方で、「その他」の

回答が０件であったことから、他の単一回答と同様の形式でグラフを掲載している。 

8.1 89.7 2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供事業所全体(n=136)

ある ない 無回答・無効回答

21.7 74.5 3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供事業所全体(n=106)

ある ない 無回答・無効回答
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 虐待への対応方針  

虐待への対応方針について、「区の障害福祉課・地域福祉課に相談する」の回答が 72.1％と最も高く、次

いで「区の障害者虐待防止センターに通報する」の回答が 64.0％、「自事業所内で対応する」の回答が

53.7％となっている。 

【事業所 問 25】 貴事業所内で虐待が発生した際の基本的な対応方針を教えてください。（複数回答） 

図表 ４-40 虐待への対応方針（サービス提供事業所） 
 

 

 
 

  

72.1 

64.0 

53.7 

16.2 

9.6 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区の障害福祉課・地域福祉課に相談する

区の障害者虐待防止センターに通報する

自事業所内で対応する

他事業所に相談する

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 虐待防止に向けた取組  

虐待防止に向けた取組について、「事業所内で職員向けに研修を実施している」の回答が 91.2％と最も

高く、次いで「虐待防止マニュアル（身体拘束ガイドライン等）を作成している」の回答が 78.7％、「虐待防止

委員会を設置している」の回答が 75.0％となっている。 

【事業所 問 26】 貴事業所では、虐待防止に向けて、どのような取組を行っていますか。（複数回答） 

図表 ４-41 虐待防止に向けた取組（サービス提供事業所） 
 

 
 

図表 ４-42 参考：前回調査結果 虐待防止に向けた取組（サービス提供事業所）
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97

 前回調査と今回調査で、設問文及び選択肢の文言が一部異なっている設問があることに留意が

必要である。 

91.2 

78.7 

75.0 

48.5 

0.0 

2.2 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所内で職員向けに研修を実施している

虐待防止マニュアル

（身体拘束ガイドライン等）を作成している

虐待防止委員会を設置している

区の虐待防止センターの連絡先を掲示している

特に取り組んでいない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)

83.0 

49.1 

37.7 

22.6 

13.2 

3.8 

5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所内で職員向けに研修を実施している

区の虐待防止センターの連絡先を掲示している

虐待防止委員会を設置している

身体拘束ガイドラインを作成している

その他

特に取り組んでいない

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=106)
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 合理的配慮の提供に関する取組  

合理的配慮の提供に関する取組について、「利用する障がい者に対して適切な対応ができるよう研修を

実施している」の回答が 55.9％と最も高く、次いで「利用する障がい者に対して適切な対応ができるよう

マニュアルを作成している」の回答が 22.8％、「自事業所に就労する障がい者に職場適応やコミュニケーシ

ョンの支援を行っている」の回答が 21.3％となっている。 

【事業所 問 27】 「障害者差別解消法」と「障害者雇用促進法」により、一人ひとりの状況に合わせた「合理的

配慮」の提供が事業者にも求められています。貴事業所はどのような取組をしていますか。 

（複数回答） 

図表 ４-43 合理的配慮の提供に関する取組（サービス提供事業所） 

  

55.9 

22.8 

21.3 

5.9 

17.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用する障がい者に対して

適切な対応ができるよう研修を実施している

利用する障がい者に対して

適切な対応ができるようマニュアルを作成している

自事業所に就労する障がい者に職場適応や

コミュニケーションの支援を行っている

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 事業継続への対応について 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対する対応  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対する対応について、「サービス提供の縮小（サービス提供時間

の短縮等）」の回答が 44.9％と最も高く、次いで「感染症拡大前と変わらずにサービス提供を継続」の回答

が 34.6％、「サービス提供の停止・休止」、「利用者への利用自粛の呼びかけ・働きかけ」の回答が 31.6％

となっている。 

【事業所 問 28】 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対して、これまで貴事業所ではどのような対応を

しましたか。（複数回答） 

図表 ４-44 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対する対応（サービス提供事業所） 
 

 
  

44.9 

34.6 

31.6 

31.6 

30.1 

19.9 

14.7 

7.4 

9.6 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供の縮小

（サービス提供時間の短縮等）

感染症拡大前と変わらずに

サービス提供を継続

サービス提供の停止・休止

利用者への利用自粛の呼びかけ・働きかけ

利用者の利用頻度や利用時間の縮小

陽性者・濃厚接触者となった

他事業所の利用者への対応

新規利用者の受入れの停止・縮小

職員に陽性者・濃厚接触者が出た

事業所からの利用者の受入れ

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 新型コロナウイルス感染症に対する予防策  

新型コロナウイルス感染症に対する予防策について、「事業所内・訪問先での基本的な感染予防対策（マ

スクの着用・手指消毒、出勤・訪問前の検温、事業所内換気の実施）」の回答が 97.8％と最も高く、次いで

「利用者や家族に対する発熱等のかぜ症状がある場合の事業所への連絡や体調管理のお願い」の回答が

77.2％、「職員への感染症に関する知識や感染予防テクニックの習得に向けた研修の実施」の回答が

64.7％となっている。 

【事業所 問 29】 貴事業所において新型コロナウイルス感染症に対して実施している予防策について教えて

ください。（複数回答） 

図表 ４-45 新型コロナウイルス感染症に対する予防策（サービス提供事業所） 
 

 

  

97.8 

77.2 

64.7 

50.7 

44.1 

37.5 

32.4 

32.4 

23.5 

22.1 

2.2 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所内・訪問先での基本的な感染予防対策

（マスクの着用・手指消毒、出勤・訪問前の

検温、事業所内換気の実施）

利用者や家族に対する発熱等のかぜ症状が

ある場合の事業所への連絡や体調管理のお願い

職員への感染症に関する知識や

感染予防テクニックの習得に向けた研修の実施

出勤見合わせ等の判断や業務時間外の行動

に関するルールや指針の設定・指導

ＷＥＢ会議システムを活用した

ミーティング等の実施

職員のシフトや配置の調整

事業所への来客等の制限

職員の在宅勤務・リモートワークの実施

利用者への利用自粛の呼びかけ・働きかけ

職員の直行直帰の実施

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 新型コロナウイルス感染症対策による影響  

新型コロナウイルス感染症対策による影響について、「職員への負担の増加（利用者へのケア、感染予防

等）」の回答が67.6％と最も高く、次いで「利用自粛等に伴う収益の低下」の回答が52.2％、「衛生資材の

不足」の回答が 48.5％となっている。 

【事業所 問 30】 新型コロナウイルス感染症対策により、どのような影響が生じましたか。（複数回答） 

図表 ４-46 新型コロナウイルス感染症対策による影響（サービス提供事業所） 
 

 

  

67.6 

52.2 

48.5 

28.7 

19.1 

17.6 

16.9 

11.0 

5.1 

2.2 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員への負担の増加

（利用者へのケア、感染予防等）

利用自粛等に伴う収益の低下

衛生資材の不足

職員のメンタルヘルスの不調の増加

職員の休職や退職の増加

感染症対策への負担に伴う、

利用者サービスの質の低下

利用者の不満等への対応の増加

家族の不満等への対応の増加

特になし

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 災害発生時に可能な協力  

災害発生時に可能な協力について、「利用者の安否確認とその情報提供」の回答が 79.4％と最も高く、

次いで「自事業所を利用する障がい者の一時的な受入れ」の回答が 35.3％、「障がい者に関する物資の一

時的な提供や人員の派遣」の回答が 24.3％となっている。 

【事業所 問 31】 貴事業所では、災害発生時にどのような協力が可能ですか。（複数回答） 

図表 ４-47 災害発生時に可能な協力（サービス提供事業所） 
 

 
 

 ＢＣＰ（事業継続計画）策定  

ＢＣＰ（事業継続計画）策定について、「策定中である」の回答が 48.5％と最も高く、次いで「策定済みで

ある」の回答が 32.4％、「策定に未着手」の回答が 18.4％となっている。 

【事業所 問 32】 貴事業所では、ＢＣＰ（事業継続計画）を策定していますか。（単一回答） 

図表 ４-48 ＢＣＰ（事業継続計画）策定（サービス提供事業所） 
 

 
  

79.4 

35.3 

24.3 

12.5 

5.1 

2.2 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者の安否確認とその情報提供

自事業所を利用する障がい者の一時的な受入れ

障がい者に関する物資の一時的な提供や人員の派遣

自事業所を利用する障がい者の長期的な受入れ

医療的ケアへ対応可能な職員の避難先への派遣

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)

32.4 48.5 18.4 0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供事業所全体(n=136)

策定済みである 策定中である

策定に未着手 無回答・無効回答
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 ＢＣＰ（事業継続計画）作成時の課題  

ＢＣＰ（事業継続計画）作成時の課題について、「ＢＣＰの作成方法」の回答が 52.9％と最も高く、次いで

「個別避難支援計画との連動」の回答が 41.9％、「共同訓練の開催」の回答が 41.2％となっている。 

【事業所 問 33】 ＢＣＰ（事業継続計画）を作成する際に困ったこと、または作成するにあたり困るであろうこ

とを教えてください。（複数回答） 

図表 ４-49 ＢＣＰ（事業継続計画）作成時の課題（サービス提供事業所） 
 

 
  

52.9 

41.9 

41.2 

39.7 

38.2 

34.6 

22.8 

5.1 

8.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＢＣＰの作成方法

個別避難支援計画との連動

共同訓練の開催

近隣の事業所との協定締結の方法や内容

各機関の被災状況・支援ニーズの把握方法

利用者の情報共有方法

経営的（金銭的）な面でのBCPの内容

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 障がい者総合サポートセンター（さぽーとぴあ）との連携について 

 連携・活用したことのあるさぽーとぴあの部門・事業  

連携・活用したことのあるさぽーとぴあの部門・事業について、「相談支援部門（障がいのある方の総合

相談窓口）」の回答が 58.8％と最も高く、次いで「人材育成事業（福祉従事者への研修の案内）」の回答が

30.1％、「就労支援部門（就労移行支援事業、定着支援、たまりば）」の回答が 27.2％となっている。一方

で、「特に連携している部門・事業はない」の回答は 17.6％となっている。 

【事業所 問 34_1】 貴事業所において、連携・活用したことがある「障がい者総合サポートセンター さぽーと

ぴあ」の部門・事業がありましたら教えてください。（複数回答） 

図表 ４-50 連携・活用したことのあるさぽーとぴあの部門・事業（サービス提供事業所） 
 

 
  

58.8 

30.1 

27.2 

8.1 

8.1 

6.6 

5.1 

5.1 

0.0 

17.6 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談支援部門

（障がいのある方の総合相談窓口）

人材育成事業

（福祉従事者への研修の案内）

就労支援部門

（就労移行支援事業、定着支援、たまりば）

居住支援部門（自立訓練（機能・生活））

発達障がい支援事業

（学齢期の発達障がい児の相談、療育）

短期入所事業

（重症心身障がい児（者）の方などの短期入所）

地域交流支援部門（余暇活動、声の図書室）

施設の貸し出し（多目的室と集会室の利用方法）

意思疎通支援事業

（手話通訳等派遣及び手話講習会案内）

特に連携している部門・事業はない

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 さぽーとぴあと連携していない理由  

さぽーとぴあと連携していない理由について、「さぽーとぴあと連携する必要性がある事態が発生した

ことがないため」の回答が70.8％と最も高く、次いで「他法人の事業所と連携して対応しているため」の回

答が 25.0％、「自事業所内・自法人内で対応可能なため」の回答が 20.8％となっている。 

【事業所 問 34_2】 特に連携していない理由を教えてください。（複数回答） 

図表 ４-51 さぽーとぴあと連携していない理由（サービス提供事業所）
98

 

 

 
 

  

 
98

 連携・活用したことのある、さぽーとぴあの部門・事業について、「特に連携している部門・事業はな

い」と回答した事業所のみ集計対象。 

70.8 

25.0 

20.8 

16.7 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

さぽーとぴあと連携する必要性がある事態が

発生したことがないため

他法人の事業所と連携して対応しているため

自事業所内・自法人内で対応可能なため

さぽーとぴあの機能を知らなかったため

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=24)
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 さぽーとぴあと連携する際の課題  

さぽーとぴあと連携する際の課題について、「特に課題はない」の回答が 40.4％と最も高くなってい

る。一方で、「連携したい部門・事業の業務に関する知識が乏しく、連絡しづらい」の回答が 19.1％、「情報

のとらえ方に温度差がある」の回答が 11.8％、「情報共有に時間を要する」の回答が 11.0％となってい

る。 

【事業所 問 35】 「障がい者総合サポートセンター さぽーとぴあ」と連携する際の課題があれば教えてくだ

さい。（複数回答） 

図表 ４-52 さぽーとぴあと連携する際の課題（サービス提供事業所） 
 

  

19.1 

11.8 

11.0 

8.8 

8.8 

40.4 

5.9 

16.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

連携したい部門・事業の業務に関する

知識が乏しく、連絡しづらい

情報のとらえ方に温度差がある

情報共有に時間を要する

連携したい部門・事業との交流がない

必要時に連絡が取れない

特に課題はない

その他

無回答・無効回答

サービス提供事業所全体(n=136)
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 大田区の障がい児（者）施策について 

 大田区の障がい児（者）施策について 

大田区の障がい児（者）施策について自由記述で尋ねたところ、４０件の意見について９の大カテゴリが

形成された。このうち件数が多いものとしては、「事業所職員の人材育成・確保」が１２件、「サービスの充

実」が６件、「テーマごとの施策の必要性」が５件、「助成金の充実」が５件となっている。 

【事業所 問 35】 区の障がい児（者）施策について、ご意見などがございましたらご自由にご記入ください。

（自由記述） 

図表 ４-53 大田区の障がい児（者）施策について（サービス提供事業所）99 

大カテゴリ 小カテゴリ 件数 

事業所職員の人材育成・確保 12 

  
  
  

人材確保 4 

人材育成 4 

研修等の取組強化と実施 4 

サービスの充実  6 

  
  
  
  
  
  

グループホームの増設 1 

ショートステイ先の増設 1 

居住支援の充実 1 

日中活動支援の充実 1 

地域移行支援の充実 1 

移動支援の拡充 1 

テーマごとの施策の必要性 5 

  
  

障がい者の高齢化対策 4 

ひきこもり傾向にある障がい者への施策の充実 1 

助成金の充実 5 

  
  
  
  
  

職員の処遇改善 1 

物価高騰に対する助成 1 

たんの吸引等の助成検討 1 

障害児通所支援の無償化 1 

０才からの給食費の補助 1 

連携の促進  4 

  
  
  

区と事業所の連携 2 

都との連携 1 

多機関の連携促進 1 

相談支援の充実  3 

  
  
  

相談窓口の増設 1 

相談支援員の計画が制度に抵触する場合の柔軟な対応 1 

就労している障がい者への相談支援事業の拡大 1 

災害時の対応  2 

  
  

災害時の福祉避難所の利用方法改善 1 

災害対策に関する事業所間連携の促進 1 

区役所職員の対応改善 2 

  
  

担当者の質の向上・統一 1 

職員の対応の改善 1 

各種手続きについて 1 

  障がいサービスと高齢サービスの書類様式等の共通化 1 

総件数 ４０   
 

99
 本設問では、３２事業所から自由記述回答を得た。個々の回答について意味内容のまとまりごとに

意見を抽出し、４７件の意見を抽出した。このうち、「特にない」といった回答や抽象度が高く内容が設

問への回答となっていなもの、区の施策への要望ではないもの等７件を除外し、計４０件を対象として

整理を行い、意味内容の類似性に基づき９の大カテゴリを形成した。 
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